
�愛媛県告示第２６８号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１４４条の９第３項の規定に基

づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２６９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜支局商工観光

室並びに大洲市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ニトリ大洲店

大洲市新谷乙４５１番１他

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ニトリ

北海道札幌市手稲区新発寒六条一丁目５番８０号

代表取締役 似鳥 昭雄

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ニトリ

北海道札幌市手稲区新発寒六条一丁目５番８０号

代表取締役 似鳥 昭雄

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２３年１０月２６日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

３，４９０平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

８８台

イ 駐輪場の収容台数

１８台

ウ 荷さばき施設の面積

５４平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

２９．０７立法メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後９時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時３０分から午後９時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

１箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２３年２月２５日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

� 目 次 �
告 示

○ 特約業者の指定の取消し…………………………………………………１３８

○ 大規模小売店舗の新設の届出の概要等…………………………………１３８

○ 愛媛県自作農財産事務取扱交付金交付規程の一部改正………………１３９

○ 県営土地改良事業の換地処分（２件）…………………………………１４１

○ 飼料の試験結果の概要……………………………………………………１４１

○ 愛媛県造林事業補助金交付規程の一部改正……………………………１４２

○ 公聴会の開催………………………………………………………………１５９

○ 都市計画事業の事業計画の変更認可……………………………………１６０

○ 介護員養成研修事業者の指定……………………………………………１６０

○ 道路の供用開始（県道西条久万線）……………………………………１６０

○ 兼用工作物の管理の方法について（１０件）……………………………１６０

○ 道路の区域変更（県道伯方島環状線）…………………………………１６４

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………１６４

○ 道路の区域変更（県道上尾峠久万線）…………………………………１６４

○ 開発行為に関する工事の完了（５件）…………………………………１６５

○ 指定道路の指定……………………………………………………………１６６

○ 道路の供用開始（県道鳥井喜木津線）…………………………………１６６

公 告

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告（２件）……………１６６

○ 交通管制センター、サブセンター等設備保守業務委託………………１６６

選挙管理委員会告示

○ 政治団体の設立の届出……………………………………………………１６７

○ 政治団体の届出事項の異動の届出………………………………………１６８

○ 政治団体の解散の届出……………………………………………………１６８

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

告 示

発 行 愛 媛 県

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

伊予石油株式会社
代表取締役 宮田 直樹 松山市二番町三丁目３番地８ 平成２２年

１２月３１日

毎週（火・金）曜日発行 第２２４９号 平成２３年３月１１日

平成２３年３月１１日金曜日 第２２４９号

愛 媛 県 報

１３８
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することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部

八幡浜支局商工観光室並びに大洲市役所において告示の日から１

月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第２７０号
愛媛県自作農財産事務取扱交付金交付規程（昭和３２年１月愛媛県告示第１４号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２２

年度分の交付金から適用する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第１条 知事は、食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定所属

の事務のうち、自作農財産に関するものの取扱いに要する経費を

負担するため

、この規程により予算の範囲内で交付

金を市町その他知事が必要と認めた団体に交付する。

第２条 前条に規定する経費は、次に掲げる事務に要する経費とす

る。

� 農地法等の一部を改正する法律（平成２１年法律第５７号。以下

「改正法」という。）附則第８条第１項の規定によりなお従前

の例によることとされる土地、立木、工作物及び権利（以下

「土地等」という。）の使用料 の徴収に関する事務

� 改正法附則第６条第６項及び第８条第１項の規定によりなお

従前の例によることとされる土地等の管理及び処分並びに同条

第４項の規定によりなおその効力を有することとされる改正法

第１条の規定による改正前の農地法（昭和２７年法律第２２９号）

第８０条第１項の規定による土地等の処分に関する事務

� 省略

第３条 省略

第４条 知事は、前条の書類の提出があつたときは、当該書類の審

査及び必要に応じて行う現地調査等により、交付金の交付の申請

の内容を調査し、交付金を交付すべきものと認めたときは、速や

かに交付金の交付の決定をするものとする。

２ 知事は、前項の場合において、交付金の適正な交付を行うため

必要があるときは、その交付の申請に係る事項につき修正を加え

て交付金の交付の決定をすることがある。

３ 知事は、交付金の交付の決定をする場合において必要があると

きは、条件を付することがある。

第１条 知事は、食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定所属

の事務のうち、自作農財産に関するものの取扱いに要する経費を

負担するため、愛媛県補助金等交付規則（平成１８年愛媛県規則第

１７号）に定めるもののほか、この規程により予算の範囲内で交付

金を市町その他知事が必要と認めた団体に交付する。

第２条 前条に規定する経費は、次に掲げる事務に要する経費とす

る。

� 農地法（昭和２７年法律第２２９号）及び農地法施行法（昭和２７

年法律第２３０号）の規定による

土地、立木、工作物及び権利等の売

渡の対価その他国に対する支払金等の徴収に関する事務

� 農地法及び農地法施行法の規定による国有農地等の管理及び

処分に関する事務

� 農地法施行法第１４条の国に対する支払金の調査に関する事務

� 農地法施行法、旧自作農創設特別措置法及び農地調整法の適

用を受けるべき土地の譲渡に関する政令（昭和２５年政令第２８８

号）又は旧自作農創設特別措置法（昭和２１年法律第４３号）の規

定による土地、立木、工作物及び権利等の取得又は売渡の対価

の支払又は徴収の実績に関する調査並びにその調査結果の検収

に関する事務

� 農地法第６４条の規定による知事の諮問に対する答申に関する

事務

� 省略

第３条 省略

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号

１３９



第５条 知事は、交付金の交付の決定をしたときは、速やかにその

決定の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を交付金の

交付の申請をした者に通知するものとする。

第６条 省略

第７条 省略

第８条 市町及びその他の者で交付金の交付の対象となる事業（以

下「交付金事業」という。）を完了したもの（以下「交付金事業

実施者」という。）は、次に掲げる書類その他必要な書類を当該

決定がなされた年度の翌年度の４月５日までに知事に提出しなけ

ればならない。

�・� 省略

第９条 知事は、前条の書類の提出があつたときは、当該書類の審

査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該書類により報告

された事業の成果が交付金の交付の決定の内容及びこれに付した

条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めた

ときは、交付すべき交付金の額を確定し、当該交付金事業実施者

に通知するものとする。

第１０条 知事は、前条の規定による交付金の額の確定後において当

該交付金事業実施者に交付金を交付するものとする。ただし、交

付金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、概

算払により交付金を交付することがある。

第１１条 知事は、市町及びその他の者で交付金の交付を受けたもの

（以下「交付金受領者」という。）が次の各号のいずれかに該当

すると認める場合には、交付金の全部又は一部の返還を命ずるこ

とがある。

� この規程に違反したとき。

� 交付金事業の施行方法が不適正であると認められるとき。

� 交付金事業に係る経費の精算額が交付金の額に満たないと

き。

第１２条 交付金受領者は、前条（第１号及び第２号に係る部分に限

る。）の規定により交付金の返還を命ぜられたときは、その命令

に係る交付金の受領の日の翌日から納付の日までの日数に応じ、

当該交付金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間

については、既納額を控除した額）につき年５パーセントの割合

で計算した加算金を県に納付しなければならない。

２ 交付金受領者は、交付金の返還を命ぜられ、これを納期日まで

に納付しなかつたときは、納期日の翌日から納付の日までの日数

に応じ、その未納付額につき年５パーセントの割合で計算した延

滞金を県に納付しなければならない。

第１３条 交付金受領者は、交付金事業

により取得し、又は効用の増加した財産を、

交付金の交付の目的に従つて適正に管理しなければならない。

２ 交付金受領者 は、前項の財産

のうちその取得価格又は効用の増加価格の単価が５０万円を超える

機械及び器具を、知事の承認を受けないで、交付金の交付の目的

に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供して

はならない。ただし、交付金受領者

が交付金の全部に相当する金額を県に納付した場合又は減価

償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）

に規定する耐用年数に相当する期間（同令に規定のない財産につ

いては、知事が定める期間）を経過した場合は、この限りでな

い。

第１４条 交付金受領者は、交付金事業

第４条 省略

第５条 省略

第６条 市町及びその他の者で交付金の交付を受けたとき

は、次に掲げる書類その他必要な書類をその

翌年度５月３１日 までに知事に提出しなけ

ればならない。

�・� 省略

第７条 市町及びその他の者で交付金の交付を受けた者は、交付金

の交付を受けた事業により取得し、又は効用の増加した財産を、

交付金の交付の目的に従つて適正に管理しなければならない。

２ 市町及びその他の者で交付金の交付を受けた者は、前項の財産

のうちその取得価格又は効用の増加価格の単価が５０万円を超える

機械及び器具を、知事の承認を受けないで、交付金の交付の目的

に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供して

はならない。ただし、市町及びその他の者で交付金の交付を受け

た者が交付金の全部に相当する金額を県に納付した場合又は減価

償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）

に規定する耐用年数に相当する期間（同令に規定のない財産につ

いては、知事が定める期間）を経過した場合は、この限りでな

い。

第８条 市町及びその他の者で交付金の交付を受けた者は、交付金

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号

１４０
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�愛媛県告示第２７１号
平成２３年３月２日県営中山間地域総合整備事業東宇和東部地区

（双津野工区）の換地計画に基づく換地処分を行ったので、土地改

良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第１０項において準用する

同法第５４条第４項の規定により公告する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２７２号
平成２３年３月４日県営経営体育成基盤整備事業山田地区の換地計

画に基づく換地処分を行ったので、土地改良法（昭和２４年法律第１９

５号）第８９条の２第１０項において準用する同法第５４条第４項の規定

により公告する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳

簿書類を備え、これを当該交付金事業 が完了し、

又は廃止された年度の翌年度から起算して５年間保存しておかな

ければならない。

様式第１号（第３条、第８条関係）

省略

の交付を受けた事業に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳

簿書類を備え、これを当該交付金の交付を受けた事業が完了し、

又は廃止された年度の翌年度から起算して５年間保存しておかな

ければならない。

様式第１号（第３条、第６条関係）

省略

区分 取扱件数等 単価 交付額 備考 区分 取扱い件数等 単価 交付額 備考

使用料徴収件数割 省略 農地対価等徴収件数割 省略

使用料収納金額割 円 農地対価等収納金額割 円

農地対価等繰上償還額 件

省略 省略

土地改良法施行令（昭

和２４年政令第２９５号）第

７１条及び第７２条第２項

の答申件数

件 農地法第６４条の答申件

数

件

土地改良法施行令第７１

条及び第７２条第２項の

答申件数

件

省略 省略

様式第２号（第３条、第８条関係） 省略 様式第２号（第３条、第６条関係） 省略

�愛媛県告示第２７３号
飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和２８年法律第３５号。以下「法」という。）第５６条第１項及び第２項の規定により平

成２３年１月に収去した飼料の試験結果の概要は、次のとおりである。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

２ 栄養成分に関する検査

製造事業場等の

名称及び所在地
収去場所 飼料の名称

製造

（輸入）

年月

試 験 結 果 の 概 要

違反
の内
容

粗た
ん白
質

粗脂
肪

カル
シウ
ム

りん 粗繊
維

粗灰
分

揮発
性塩
基性
窒素

水溶
性窒
素

ペプ
シン
消化
率

可消
化養
分総
量

代謝
エネ
ルギ
ー

その
他の
検査

日和産業株式会社
坂出工場
香川県坂出市昭和
町２丁目１番２２号

村上産業株式会社
空港通倉庫
愛媛県松山市空港
通７丁目１２－２１

ニチワ印成鶏飼
育用配合飼料ニ
ュースター

２２

・

１２

１７．８ ５．５ ４．０３ ０．４９ ３．１ １２．３ － － － － － －

中部飼料株式会社
岡山工場
岡山県倉敷市玉島
乙島４９番地の１１

株式会社シンツ松
山支店
愛媛県松山市空港
通二丁目１２番５号

マル中印幼令牛
育成用配合飼料
αグリーン育成

２２

・

１２

１８．０ ２．７ ０．６７ ０．４１ ３．１ ４．５ － － － － － －

ＪＡ西日本くみあ
い飼料株式会社宇
和島工場
愛媛県宇和島市坂
下津字向山３８１番
地

同左
くみあい配合飼
料ニューチック
後期

２３

・

１

１４．８ ２．８ １．１４ ０．７８ ３．６ ６．１ － － － － － －
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�愛媛県告示第２７４号
愛媛県造林事業補助金交付規程（昭和６２年１１月愛媛県告示第１３８３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２２年度の補

助金から適用する。ただし、改正前の愛媛県造林事業補助金交付規程の規定により補助金の交付を受けた者については、なお従前の例によ

る。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（補助対象事業の種類）

第２条 補助対象となる造林事業は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 省略

２～５ 省略

（補助対象事業の内容等）

第３条 省略

２・３ 省略

４ 県単独事業は、県が独自に行う補助事業の対象となる造林事業

とし、その区分等は別表第４のとおりとする。

５ 別表第１から別表第４までに規定する事業で補助対象とするも

のは、苗木を植栽する事業にあつては、別に定めるところによる

苗木を使用し、かつ、別表第５に掲げる樹種及び本数の苗木を植

栽するものに限る。ただし、知事が特に必要と認めるときは、こ

の限りでない。

（事業主体）

第４条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

（補助対象事業の種類）

第２条 補助対象となる造林事業は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 里山エリア再生事業

� 省略

２～５ 省略

６ 前項の規定（米生産調整による水田跡地の人工造林に係る部分

に限る。）は、水田農業経営確立対策実施要綱（平成１２年４月１

日付け１２農産第１９３２号農林水産事務次官通知）に基づく水田農業

経営確立対策の市町別生産調整対策水田面積の目標が未達成の市

町の区域内における事業については、当該未達成となつた年度の

翌年度は、適用しない。

７ 里山エリア再生事業は、１施行地の面積が０．１ヘクタール以上

の森林で行うものとする。

（補助対象事業の内容等）

第３条 省略

２・３ 省略

４ 里山エリア再生事業は、里山エリア再生計画に基づき、居住地

周辺の森林の整備等を実施する事業とし、その区分等は、別表第

４のとおりとする。

５ 県単独事業は、県が独自に行う補助事業の対象となる造林事業

とし、その区分等は別表第５のとおりとする。

６ 別表第１から別表第５までに規定する事業で補助対象とするも

のは、苗木を植栽する事業にあつては、別に定めるところによる

苗木を使用し、かつ、別表第６に掲げる樹種及び本数の苗木を植

栽するものに限る。ただし、知事が特に必要と認めるときは、こ

の限りでない。

（事業主体）

第４条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

ＪＡ西日本くみあ
い飼料株式会社宇
和島工場
愛媛県宇和島市坂
下津字向山３８１番
地

同左
くみあい配合飼
料ピグバリュー
ＣＭ

２３

・

１

１５．３ ３．２ ０．７３ ０．４８ ２．７ ４．０ － － － － － －

西日本飼料株式会
社
岡山県倉敷市水島
海岸通３丁目６番
地３

愛媛県酪農業協同
組合連合会南予指
導事務所
愛媛県大洲市若宮
１４３０の１

ファイティング
７３Ｎ

２２

・

１２

１６．７ ２．３ １．０７ ０．５６ ４．４ ５．６ － － － － － －

西日本飼料株式会
社
岡山県倉敷市水島
海岸通３丁目６番
地３

土居商店有限会社
愛媛県西予市宇和
町卯之町５－２４７
－１

日清丸紅印肉牛
用配合飼料すこ
ぶる育成

２２

・

１２

１６．４ ２．８ ０．８２ ０．６８ ４．８ ５．７ － － － － － －

注１ 飼料の名称の欄中「○規」は、法第２７条第１項又は第２９条第２項若しくは第３０条第２項の規格適合表示飼料であることを示す。

２ 試験結果の概要の欄は、個別検査項目別に分析結果を示す。

３ 違反の内容の欄は、表示成分量に対して過不足があった場合の当該過不足の量等を示す。

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号
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をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

�～� 省略

� 省略

（補助金の交付申請）

第５条 補助金の交付を受けようとする事業主体又は事業主体に造

林事業を委託したもの（以下「事業主体等」という。）は、事業

完了後造林事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 育成単層林作業道（育成単層林を造成し、又は整備するた

め、長期間継続して使用される作業道をいう。以下同じ。）、

育成複層林作業道（育成複層林を造成し、又は整備するため、

長期間継続して使用される作業道をいう。以下同じ。）、機能

増進保育作業道（長伐期施業を行う林分を造成し、又は整備す

るため、長期間継続して使用される作業道をいう。以下同

じ。）、団地間伐作業道（団地間伐において長期間継続して使

用される作業道をいう。以下同じ。）、長期育成循環作業道

（長期育成循環整備の実施のため、長期間継続して使用される

作業道をいう。以下同じ。）、絆の森作業道（絆の森整備事業

において長期間継続して使用される作業道をいう。以下同

じ。）、衛生伐作業道（松林を健全に育成し、又は保全するた

め、長期間継続して使用される作業道をいう。以下同じ。）及

び特定林地改良作業道（特定林地改良を実施するため、長期間

継続して使用される作業道をいう。以下同じ。）（以下「育成

単層林作業道等」という。）並びに作業道（主に四輪自動車等

が通行可能な簡易な施設をいう。）及び作業路（主に高性能林

業機械等の林業用機械が通行可能な簡易な施設をいう。）（以

下「作業道等」という。）の開設にあつては、造林作業道等出

来高設計書（様式第５号）及び完成写真

�～� 省略

２～４ 省略

（補助金の交付条件）

第８条 省略

２ 省略

３ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、あらかじめ知事に造林補助事業施行地の転用等届出書

（様式第７号）によりその旨を届け出なければならない。

� 省略

� 作業道等に係る事業計画又は造林の計画期間内に当該造林補

助事業で開設し、又は改良した育成単層林作業道等

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

�～� 省略

� 里山エリア再生事業にあつては、次に掲げるもの

ア 市町

イ 森林所有者

ウ 森林組合

エ 生産森林組合

オ 森林整備法人

カ 森林法施行令第１１条第７号に掲げる特定非営利活動法人等

キ 森林所有者の団体

ク 森林施業計画の認定を受けた者

� 省略

（補助金の交付申請）

第５条 補助金の交付を受けようとする事業主体又は事業主体に造

林事業を委託したもの（以下「事業主体等」という。）は、事業

完了後造林事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 育成単層林作業道

、

育成複層林作業道

、機能

増進保育作業道

、作業道（主に四輪自動車等

が通行可能な簡易な施設をいう。）及び作業路（主に高性能林

業機械等の林業用機械が通行可能な簡易な施設をいう。）（以

下「作業道等」という。）の開設にあつては、造林作業道等出

来高設計書（様式第５号）及び完成写真

�～� 省略

２～４ 省略

（補助金の交付条件）

第８条 省略

２ 省略

３ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、あらかじめ知事に造林補助事業施行地の転用等届出書

（様式第７号）によりその旨を届け出なければならない。

� 省略

� 作業道等に係る事業計画又は造林の計画期間内に当該造林補

助事業で開設し、又は改良した育成単層林作業道（育成単層林

を造成し、又は整備するため、長期間継続して使用される作業

道をいう。以下同じ。）、育成複層林作業道（育成複層林を造

成し、又は整備するため、長期間継続して使用される作業道を

いう。以下同じ。）、機能増進保育作業道（長伐期施業を行う

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号
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の全部又は一部の転

用又は補助目的を達成することが困難となる行為をしようとす

るとき。

� 省略

４ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、当該各号に定める補助金相当額を返還しなければならな

い。

�～� 省略

� 公的森林整備推進事業及び流域育成林整備事業における誘導

伐を行つた場合で、当該林地につき、長期育成循環施業の実施

について（平成１３年３月３０日付け１２林整整第７１８号林野庁長官

通知）に基づき締結された長期育成循環施業協定（重点実施地

域 において森林所有者が市町に同意書を提出している場合に

あつては、事業計画）の内容に違反して、次のいずれかに該当

する

とき 当該交付を受けた誘導伐に係る補助金相当額

ア 予定した樹下植栽又は長期育成循環改良を行わないとき

（確実に更新が図られると知事が認めたときを除く。）。

イ 誘導伐（個別林分型）において、立木の材積が長期育成循

環施業協定又は事業計画に定める維持すべき立木の材積を下

回ることとなる伐採を行つたとき。

ウ 誘導伐（モザイク林誘導型）において、施業実施年度から

起算して５年以内に伐区の隣接区域において誘導伐を実施し

たとき。

� 多様な森林整備推進のための集約化の促進について（平成１９

年３月３０日付け１８林整整第１２５０号林野庁長官通知）に基づき市

町、県又は地域協議会（森林整備加速化・林業再生事業費補助

金実施要綱（平成２１年５月２９日付け２１林整計第８３号農林水産事

務次官依命通知）に基づく地域協議会をいう。以下同じ。）が

設定した施業の集約化の必要な森林の区域内において、市町、

県又は地域協議会の承認を受けた集約化実施計画に基づき搬出

を伴う間伐等を受託により実施する場合であつて、査定係数１０

の加算適用を受けることとして実施した施業が市町、県又は地

域協議会が定める集約化推進計画の目標に達していないとき又

林分を造成し、又は整備するため、長期間継続して使用される

ものをいう。以下同じ。）、団地間伐作業道（団地間伐におい

て長期間継続して使用されるものをいう。以下同じ。）、長期

育成循環作業道（長期育成循環整備の実施のため、長期間継続

して使用されるものをいう。以下同じ。）、絆の森作業道（絆

の森整備事業において長期間継続して使用される作業路をい

う。以下同じ。）、衛生伐作業道（松林を健全に育成し、又は

保全するため、長期間継続して使用される作業路をいう。以下

同じ。）及び特定林地改良作業道（特定林地改良を実施するた

め、長期間継続して使用される作業道をいう。以下同じ。）

（以下「育成単層林作業道等」という。）の全部又は一部の転

用又は補助目的を達成することが困難となる行為をしようとす

るとき。

� 造林補助事業の完了年度の翌年度から起算して５年以内に当

該造林補助事業で開設した居住地森林作業道（居住地森林環境

整備事業において、居住地周辺の森林の整備、管理及び利用者

の利便性の確保を目的とする林内歩道並びに長期間継続して使

用される作業道をいう。以下同じ。）の全部又は一部の転用又

は補助目的を達成することが困難となる行為をしようとすると

き。

� 省略

４ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、当該各号に定める補助金相当額を返還しなければならな

い。

�～� 省略

� 公的森林整備推進事業及び流域育成林整備事業における誘導

伐を行つた場合で、当該林地につき、長期育成循環施業の実施

について（平成１３年３月３０日付け１２林整整第７１８号林野庁長官

通知）に基づき締結された長期育成循環施業協定又は重点実施

地域において森林所有者が市町に同意書を提出している場合に

あつては事業計画 の内容に違反して、予定した樹下植栽又

は長期育成循環改良を行わないとき（確実に更新が図られると

知事が認めたときを除く。）及び立木の材積が長期育成循環施

業協定又は事業計画に定める維持すべき立木の材積を下回るこ

ととなるとき 当該交付を受けた誘導伐に係る補助金相当額

� 多様な森林整備推進のための集約化の促進について（平成１９

年３月３０日付け１８林整整第１２５０号林野庁長官通知）に基づき県

又は市町

が

設定した施業の集約化の必要な森林の区域内において、県又は

市町 の承認を受けた集約化実施計画に基づき搬出

を伴う間伐等を受託により実施するとき 査定係数１０

の加算適用を受けることとして実施した施業が市町

が定める集約化推進計画の目標に達していない場合又
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は承認が取り消されたとき 査定係数を１０減算し査定した補助

金額との差額

５・６ 省略

別表第１（第３条関係）

育成林整備事業

は承認が取り消されたとき 査定係数を１０減算し査定した補助

金額との差額

５・６ 省略

別表第１（第３条関係）

育成林整備事業

区分 補助基準 補助率 区分 補助基準 補助率

大区

分

中区

分

小区

分

経費の内訳 対象となる

林分の齢級

大区

分

中区

分

小区

分

経費の内訳 対象となる

林分の齢級

１

育

成

単

層

林

整

備

�～

�

省略

１

育

成

単

層

林

整

備

�～

�

省略

�

保

育

（天

然

更

新

型）

ア～

ウ

省略

�

保

育

（天

然

更

新

型）

ア～

ウ

省略

エ

特

定

高

齢

級

間

伐

林木の健全な成長

の促進を目的とし

て、原則として地

表かき起こし等に

より発生した材木

又は植栽木等につ

いて１施行地につ

き１回限り行う不
とう

良木の淘汰並びに
とう

当該不良木の淘汰

に必要な機材及び

労務を搬入するた

めの作業道等の開

設及び改良に要す

る経費並びに諸掛

費

省略 エ

特

定

高

齢

級

間

伐

林木の健全な成長

の促進を目的とし

て人工林で

１施行地につ

き１回限り行う不
とう た

良木の淘汰並びに
とう た

当該不良木の淘汰

に必要な機材及び

労務を搬入するた

めの作業道等の開

設及び改良に要す

る経費並びに諸掛

費

省略

�

省略

�

省略

２

育

成

複

層

林

整

備

�～

�

省略

２

育

成

複

層

林

整

備

�～

�

省略

�

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

下層木の健全な成

長の促進を目的と

して、原則として

地表かき起こし等

により発生した林

木又は植栽木等に

ついて行う雑草木

の除去及びこれに

併せて行う施肥に

要する経費並びに

諸掛費

省略 �

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

１�アに同じ。 省略

イ

雪

起

こ

し

下層木の健全な成

長の促進を目的と

して、原則として

地表かき起こし等

により発生した林

省略 イ

雪

起

こ

し

１�イに同じ。 省略
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木又は植栽木等に

ついて行う雪圧倒

伏木の倒木起こし

に要する経費及び

諸掛費

ウ

除

間

伐

下層木の健全な成

長の促進を目的と

して、原則として

地表かき起こし等

により発生した林

木又は植栽木等に

ついて行う不用木

の除去、不良木の
とう

淘汰、不用木又は

不良木の搬出集積

並びに作業道等の

開設及び改良に要

する経費並びに諸

掛費

省略 ウ

除

間

伐

１�ウに同じ。 省略

�

省略

�

省略

３～

５

省略

３～

５

省略

６

附

帯

施

設

等

整

備

� 鳥獣害

防止施設

等整備

健全な森林の造成

又は保全を目的と

して行う野生鳥獣

による森林被害の

防止及び野生鳥獣

の移動の制御等を

図るための鳥獣害

防止施設等の整備

に要する経費並び

に諸掛費

省略 ６

附

帯

施

設

等

整

備

� 鳥獣害

防止施設

等整備

健全な森林の造成

又は保全を目的と

して行う野生鳥獣

による森林被害の

防止、 野生鳥獣

の移動の制御等を

図るための鳥獣害

防止施設等の整備

に要する経費並び

に諸掛費

省略

�・� 省

略

�・� 省

略

� 荒廃竹

林整備

竹の侵入によつて

周辺の森林を被圧

しつつある荒廃竹

林の整備に要する

経費及び諸掛費

同上

備考

１ 公的森林整備推進事業の範囲は、１�のうち伐採前特

殊地ごしらえ以外のものとする。ただし

、分収方式解除

後の森林施業は、森林整備法人が分収林契約の契約期間

の中途で当該契約を解除した後に継続して実施するもの

に限る。

２ 省略

３ 荒廃竹林整備は、周辺の森林整備と一体的に実施する

ものであつて、全体事業量の中で竹林整備の事業量が除

備考

１ 公的森林整備推進事業の範囲は、１�のうち伐採前特

殊地ごしらえ以外のものとする。ただし、５について

は、分収方式によるものを除くものとし、分収方式解除

後の森林施業は、森林整備法人が分収林契約の契約期間

の中途で当該契約を解除した後に継続して実施するもの

に限る。

２ 省略
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間伐等の森林整備の事業量を超えないものに限る。

４ 省略 ３ 省略

別表第２（第３条関係）

共生環境整備事業

１ 絆の森整備事業

別表第２（第３条関係）

共生環境整備事業

１ 絆の森整備事業

区分 補助基準

（経費の内容）

補助率 区分 補助基準

（経費の内訳）

補助率

大区

分

中区

分

小区

分

大区

分

中区

分

小区

分

１ 省略 １ 省略

２

共

生

環

境

整

備

省略 ２

共

生

林

整

備

省略

３

附

帯

施

設

整

備

� 市民参

加型森林

整備

標識類の整備、苗木置場その他

森林の整備に必要な作業施設等

林内作業場の整備及び駐車場の

整備、防火施設整備として行う

前生樹の伐倒、伐倒木の搬出集

積、枝葉の除去、客土、整地、
は

植付け、播種、施肥、雑草木の

除去、倒木起こし、不用木の除
とう

去、不良木の淘汰等防火帯の整

備及び防火槽、用水路又は退避

地の整備並びに機能保持上必要

な施設、給排水施設、防護柵及

び簡易な休憩施設の整備等に要

する経費並びに諸掛費

省略 ３

附

帯

施

設

整

備

� 市民参

加型森林

整備

標識類の整備、苗木置場その他

森林の整備に必要な作業施設等

林内作業場の整備及び駐車場の

整備、防火施設整備として行う

前生樹の伐倒、伐倒木の搬出集

積、枝葉の除去、客土、整地、
は

植付け、播種、施肥、雑草木の

除去、倒木起こし、不用木の除
とう た

去、不良木の淘汰等防火帯の整

備及び防火槽、用水路又は退避

地の整備並びに機能保持上必要
さく

な施設、給排水施設、防護柵及

び簡易な休憩施設の整備等に要

する経費及び 諸掛費

省略

� 野生生

物共生林

整備

標識類の整備、苗木置場その他

森林の整備に必要な作業施設等

林内作業場の整備及び駐車場の

整備、防火施設整備として行う

前生樹の伐倒、伐倒木の搬出集

積、枝葉の除去、客土、整地、
は

植付け、播種、施肥、雑草木の

除去、倒木起こし、不用木の除
とう

去、不良木の淘汰等防火帯の整

備及び防火槽、用水路又は退避

地の整備並びに渓流路整備とし

て行う岩組等林地保全施設の整

備及び防護柵の設置等に要する

経費並びに諸掛費

省略 � 野生生

物共生林

整備

標識類の整備、苗木置場その他

森林の整備に必要な作業施設等

林内作業場の整備及び駐車場の

整備、防火施設整備として行う

前生樹の伐倒、伐倒木の搬出集

積、枝葉の除去、客土、整地、
は

植付け、播種、施肥、雑草木の

除去、倒木起こし、不用木の除
とう た

去、不良木の淘汰等防火帯の整

備及び防火槽、用水路又は退避

地の整備並びに渓流路整備とし

て行う岩組等林地保全施設の整
さく

備及び防護柵の設置等に要する

経費及び 諸掛費

省略

� 林内歩

道等整備

共生環境整備、管理及び 利

用者の利便性の確保を目的とし

て行う林内歩道並びに絆の森作

業道の開設及び改良に要する経

費

省略 � 林内歩

道等整備

共生林の整備及び管理並びに利

用者の利便性の確保を目的とし

て行う林内歩道及び 絆の森作

業道の開設及び改良に要する経

費

省略

� 省略 � 省略
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備考

１ 行政支援タイプの事業は、森林所有者、市民グループ

及び市町が締結する市民の森林利用に関する協定

に基づき、市民グループが林業体験活動等を行う場所に

おいて市町等が森林整備を実施するものとする。

２ 市民主導タイプの事業は、市民グループ（特定非営利

活動促進法人等（森林法施行令第１１条第７号に掲げる特

定非営利活動法人等に限る。以下同じ。）をいう。）等

が森林所有者から受託して森林施業計画を作成し、又は

特定非営利活動法人等が森林所有者等と森林法第１０条の

１１の８第２項に規定する施業実施協定を締結し、自ら森

林の管理及び整備を実施するものとし、その事業の範囲

は、１及び３�以外のものとする。

３・４ 省略

備考

１ 行政支援タイプの事業は、森林所有者、市民グループ

（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条

第２項に規定する特定非営利活動法人等をいう。以下同

じ。）及び市町が締結する市民の森林利用に関する協定

に基づき、市民グループが林業体験活動等を行う場所に

おいて市町等が森林整備を実施するものとする。

２ 市民主導タイプの事業は、市民グループ

等

が森林所有者から受託して森林施業計画を作成し、又は

特定非営利活動法人等が森林所有者等と森林法第１０条の

１１の８第２項に規定する施業実施協定を締結し、自ら森

林の管理及び整備を実施するものとし、その事業の範囲

は、１及び３�以外のものとする。

３・４ 省略

別表第３（第３条関係）

機能回復整備事業

１ 保全松林緊急保護整備事業

� 保全松林健全化整備

別表第３（第３条関係）

機能回復整備事業

１ 保全松林緊急保護整備事業

� 保全松林健全化整備

区分 補助基準 補助率 区分 補助基準 補助率

大区

分

中区

分

小区

分

経費の内訳 対象となる

林分の齢級

大区

分

中区

分

小区

分

経費の内訳 対象となる

林分の齢級

１

省略

１

省略

２

附

帯

施

設

等

整

備

� 荒廃竹

林整備

竹の侵入によつて

周辺の森林を被圧

しつつある荒廃竹

林の整備に要する

経費及び諸掛費

同上

備考

１ 省略

２ 荒廃竹林整備は、周辺の森林整備と一体的に実施する

ものであつて、全体事業量の中で竹林整備の事業量が除

間伐等の森林整備の事業量を超えないものに限る。

３ 省略

備考

１ 省略

２ 省略

� 松林保護樹林帯造成 � 松林保護樹林帯造成

区分 補助基準 補助率 区分 補助基準 補助率

大区

分

中区

分

小区

分

経費の内訳 対象となる

林分の齢級

大区

分

中区

分

小区

分

経費の内訳 対象となる

林分の齢級

１

育

成

単

層

林

整

� 省略 １

育

成

単

層

林

整

� 省略

� 人工造

林

別表第１ １�に同

じ。ただし、植栽

木は松くい虫の被

害に対して抵抗力

の あ る 樹 種 に 限

る。

省略 � 人工造

林

別表第１ １�に同

じ。

省略
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備 � 単層林

改良

別表第１ １�に同

じ。ただし、植栽

木は松くい虫の被

害に対して抵抗力

の あ る 樹 種 に 限

る。

省略 備 � 単層林

改良

別表第１ １�に同

じ。

省略

� 省略 � 省略

�

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ １�アに

同じ。

� 齢 級 以

下 。 た だ

し、別に定

める地域の

標準的な施

業における

林分の密度

をおおむね

５割上回る

森林又は立

木の収量比

数がおおむ

ね１００分の

９５以上の森

林について

は、この限

りでない。

省略 �

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ １�アに

同じ。

別表第１

１�アに同

じ。

省略

イ

雪

起

こ

し

別表第１ １�イに

同じ。

同上 省略 イ

雪

起

こ

し

別表第１ １�イに

同じ。

別表第１

１�イに同

じ。

省略

ウ

除

間

伐

別表第１ １�ウに

同じ。

同上 省略 ウ

除

間

伐

別表第１ １�ウに

同じ。

� 齢 級 以

下 。 た だ

し、別に定

める地域の

標準的な施

業における

林分の密度

をおおむね

５割上回る

森林又は立

木の収量比

数がおおむ

ね１００分の

９５以上の森

林について

は、この限

りでない。

省略

�・� 省

略

�・� 省

略

２

育

�・� 省

略

２

育

�・� 省

略
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成

複

層

林

整

備

�

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ ２�アに

同じ。

１�ア

に同

じ。

省略 成

複

層

林

整

備

�

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ ２�アに

同じ。

別表第１

２�アに同

じ。

省略

イ

雪

起

こ

し

別表第１ ２�イに

同じ。

１�イ

に同

じ。

省略 イ

雪

起

こ

し

別表第１ ２�イに

同じ。

別表第１

２�イに同

じ。

省略

ウ

省略

ウ

省略

�・� 省

略

�・� 省

略

３

附

帯

施

設

等

整

備

� 省略 ３

附

帯

施

設

等

整

備

� 省略

� 荒廃竹

林整備

竹の侵入によつて

周辺の森林を被圧

しつつある荒廃竹

林の整備に要する

経費及び諸掛費

同上

備考

１ 省略

２ 荒廃竹林整備は、周辺の森林整備と一体的に実施する

ものであつて、全体事業量の中で竹林整備の事業量が除

間伐等の森林整備の事業量を超えないものに限る。

３ 省略

備考

１ 省略

２ 省略

２ 特定森林造成事業

� 特定林地改良

２ 特定森林造成事業

� 特定林地改良

区分 補助基準

（経費の内容）

補助率 区分 補助基準

（経費の内容）

補助率

大区

分

中区

分

小区

分

大区

分

中区

分

小区

分

１ 特定林地改良 林木の生長が不良な土地の土壌

条件を改良することにより、森

林の生産力を回復させることを

目的として行う地ごしらえ、植

付け（土壌改良木の植付け及び

緊急性の高い場合の大苗の植付
は

けを含む。）、播種、施肥（石

灰及び稲わらの施用を含む。）

並びに作業道等の開設及び改良

に要する経費並びに諸掛費（特

定農山村地域における農林業等

の活性化のための基盤整備の促

進に関する法律（平成５年法律

第７２号）第２条第１項に規定す

る特定農山村地域の林木の育成

に適さない水田跡地の耕作放棄

地等において行う場合にあつて

は、地ごしらえ、植付け（土壌

改良木の植付け及び緊急性の高

い 場 合 の 大 苗 の 植 付 け を 含

省略 １ 特定林地改良 林木の生長が不良な土地の土壌

条件を改良することにより、森

林の生産力を回復させることを

目的として行う地ごしらえ、植

付け（土壌改良木の植付け及び

緊急性の高い場合の大苗の植付
は

けを含む。）、播種、施肥（石

灰及び稲わらの施用を含む。）

及び 作業道等の開設

に要する経費並びに諸掛費（特

定農山村地域における農林業等

の活性化のための基盤整備の促

進に関する法律（平成５年法律

第７２号）第２条第１項に規定す

る特定農山村地域の林木の育成

に適さない水田跡地の耕作放棄

地等において行う場合にあつて

は、地ごしらえ、植付け（土壌

改良木の植付け及び緊急性の高

い 場 合 の 大 苗 の 植 付 け を 含

省略
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は

む。）、播種、施肥（石灰及び

稲わらの施用を含む。）、不透

水層の破砕、簡易な排水工、客

土、盛土、土留工等の実施並び

に作業道等の開設及び改良に要

する経費並びに諸掛費）

は

む。）、播種、施肥（石灰及び

稲わらの施用を含む。）、不透

水層の破砕、簡易な排水工、客

土、盛土、土留工等の実施並び

に作業道等の開設及び改良に要

する経費並びに諸掛費）

２ 省略 ２ 省略

３

附

帯

施

設

等

整

備

� 林木被

害防止施

設等整備

多様な森林の造成又は保全を目

的として行う林木被害の防止等

に必要な施設等

の整備に要する経費

及び 諸掛費

省略 ３

附

帯

施

設

等

整

備

� 鳥獣害

防止施設

等整備

健全な森林の造成又は保全を目

的として行う野生鳥獣による森

林被害の防止及び野生鳥獣の移

動の制御等を図るための鳥獣害

防止施設等の整備に要する経費

並びに諸掛費

省略

� 荒廃竹

林整備

竹の侵入によつて周辺の森林を

被圧しつつある荒廃竹林の整備

に要する経費及び諸掛費

同上

備考

１ 省略

２ 荒廃竹林整備は、周辺の森林整備と一体的に実施する

ものであつて、全体事業量の中で竹林整備の事業量が除

間伐等の森林整備の事業量を超えないものに限る。

３ 省略

備考

１ 省略

２ 省略

� 耕作放棄地等森林造成 � 耕作放棄地等森林造成

区分 補助基準 補助率 区分 補助基準 補助率

大区

分

中区

分

小区

分

経費の内訳 対象となる

林分の齢級

大区

分

中区

分

小区

分

経費の内訳 対象となる

林分の齢級

１

育

成

単

層

林

整

備

� 省略 １

育

成

単

層

林

整

備

� 省略

� 人工造

林

別表第１ １�に同

じ。ただし、緊急性

の高いものについて

は、大苗を植栽する

ことができる。

省略 � 人工造

林

別表第１ １�に同

じ。

省略

� 省略 � 省略

�

保

育

（植

栽

型）

ア・

イ

省略

�

保

育

（植

栽

型）

ア・

イ

省略

ウ

倒

木

起

こ

し

林木の健全な成長の

促進を目的として人

工林で行う

倒伏木の倒木

起こし（アの下刈又

はエの除間伐と同一

の施行地で行うもの

に限る。）に要する

経費及び諸掛費

省略 ウ

倒

木

起

こ

し

林木の健全な成長の

促進を目的として人

工林で行う気象災等

による倒伏木の倒木

起こし（アの下刈又

はエの除間伐と同一

の施行地で行うもの

に限る。）に要する

経費及び諸掛費

省略

エ

省略

エ

省略

オ

枝

打

別表第１ １�カに

同じ。

別表第１

１�カに同

じ。

省略 オ

枝

打

別表第１ １�オに

同じ。

別表第１

１�オに同

じ。

省略
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ち

ａ

ち

ａ

カ

枝

打

ち

ｂ

別表第１ １�キに

同じ。

別表第１

１�キに同

じ。

省略 カ

枝

打

ち

ｂ

別表第１ １�カに

同じ。

別表第１

１�カに同

じ。

省略

�

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ １�アに

同じ。

� 齢 級 以

下 。 た だ

し、別に定

める地域の

標準的な施

業における

林分の密度

をおおむね

５割上回る

森林又は立

木の収量比

数がおおむ

ね１００分の

９５以上の森

林について

は、この限

りでない。

省略 �

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ １�アに

同じ。

別表第１

１�アに同

じ。

省略

イ

雪

起

こ

し

別表第１ １�イに

同じ。

同上 省略 イ

雪

起

こ

し

別表第１ １�イに

同じ。

別表第１

１�イに同

じ。

省略

ウ

除

間

伐

別表第１ １�ウに

同じ。

同上 省略 ウ

除

間

伐

別表第１ １�ウに

同じ。

� 齢 級 以

下 。 た だ

し、別に定

める地域の

標準的な施

業における

林分の密度

をおおむね

５割上回る

森林又は立

木の収量比

数がおおむ

ね１００分の

９５以上の森

林について

は、この限

りでない。

省略

� 省略 � 省略

２

育

成

複

�・� 省

略

２

育

成

複

�・� 省

略

� 樹下植

栽等

別表第１ ２�に同

じ。ただし、緊急性

省略 � 樹下植

栽等

別表第１ ２�に同

じ。

省略

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号

１５２



層

林

整

備

の高いものについて

は、大苗を植栽する

ことができる。

層

林

整

備� 複層林

改良

別表第１ ２�に同

じ。

省略 � 複層林

改良

別表第１ ２�に同

じ。

別表第１

２�に 同

じ。

省略

� 省略 � 省略

�

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ ２�アに

同じ。

１�ア

に同

じ。

省略 �

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ ２�アに

同じ。

別表第１

２�アに同

じ。

省略

イ

雪

起

こ

し

別表第１ ２�イに

同じ。

１�イ

に同

じ。

省略 イ

雪

起

こ

し

別表第１ ２�イに

同じ。

別表第１

２�イに同

じ。

省略

ウ

省略

ウ

省略

� 省略 � 省略

３

附

帯

施

設

等

整

備

� 林木被

害防止施

設等整備

多様な森林の造成又

は保全を目的として

行う林木被害の防止

等に必要な施設等

の整

備に要する経費及び

諸掛費

同上 ３

附

帯

施

設

等

整

備

� 鳥獣害

防止施設

等整備

健全な森林の造成又

は保全を目的として

行う野生鳥獣による

森林被害の防止及び

野生鳥獣の移動の制

御等を図るための鳥

獣害防止施設等の整

備に要する経費並び

に諸掛費

同上

� 省略 � 省略

� 生育環

境補完整

備

造林木の確実かつ早

急な成長確保を図る

ために行う筋工及び

伏工等簡易な工作物

の設置に要する経費

並びに諸掛費

省略 � 生育環

境補完整

備

造林木の確実かつ早

急な成長確保を図る

ために行う筋工及び

伏工等簡易な工作物

の設置に要する経費

及び 諸掛費

省略

� 荒廃竹

林整備

竹の侵入によつて周

辺の森林を被圧しつ

つある荒廃竹林の整

備に要する経費及び

諸掛費

同上

備考

１ 省略

２ 荒廃竹林整備は、周辺の森林整備と一体的に実施する

ものであつて、全体事業量の中で竹林整備の事業量が除

間伐等の森林整備の事業量を超えないものに限る。

３ 省略

備考

１ 省略

２ 省略

� 造林未済地緊急造林 � 造林未済地緊急造林

区分 補助基準 補助率 区分 補助基準 補助率

大区

分

中区

分

小区

分

経費の内訳 対象となる

林分の齢級

大区

分

中区

分

小区

分

経費の内訳 対象となる

林分の齢級

１ �～ １ �～
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育

成

単

層

林

整

備

�

省略

育

成

単

層

林

整

備

�

省略

�

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ １�アに

同じ。

� 齢 級 以

下 。 た だ

し、別に定

める地域の

標準的な施

業における

林分の密度

をおおむね

５割上回る

森林又は立

木の収量比

数がおおむ

ね１００分の

９５以上の森

林について

は、この限

りでない。

省略 �

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ １�アに

同じ。

別表第１

１�アに同

じ。

省略

イ

雪

起

こ

し

別表第１ １�イに

同じ。

同上 省略 イ

雪

起

こ

し

別表第１ １�イに

同じ。

別表第１

１�イに同

じ。

省略

ウ

除

間

伐

別表第１ １�ウに

同じ。

同上 省略 ウ

除

間

伐

別表第１ １�ウに

同じ。

� 齢 級 以

下 。 た だ

し、別に定

める地域の

標準的な施

業における

林分の密度

をおおむね

５割上回る

森林又は立

木の収量比

数がおおむ

ね１００分の

９５以上の森

林について

は、この限

りでない。

省略

２

育

成

複

層

林

整

備

� 省略 ２

育

成

複

層

林

整

備

� 省略

�

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ ２�アに

同じ。

１�ア

に同

じ。

省略 �

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ ２�アに

同じ。

別表第２

２�アに同

じ。

省略

イ

雪

起

こ

し

別表第１ ２�イに

同じ。

１�イ

に同

じ。

省略 イ

雪

起

こ

し

別表第１ ２�イに

同じ。

別表第１

１�イに同

じ。

省略

ウ

省略

ウ

省略
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３

附

帯

施

設

等

整

備

� 荒廃竹

林整備

竹の侵入によつて周

辺の森林を被圧しつ

つある荒廃竹林の整

備に要する経費及び

諸掛費

同上

備考

１ 省略

２ 荒廃竹林整備は、周辺の森林整備と一体的に実施する

ものであつて、全体事業量の中で竹林整備の事業量が除

間伐等の森林整備の事業量を超えないものに限る。

３ 省略

備考

１ 省略

２ 省略

３ 被害地等森林整備事業 ３ 被害地等森林整備事業

区分 補助基準 補助率 区分 補助基準 補助率

大区

分

中区

分

小区

分

経費の内訳 対象となる

林分の齢級

大区

分

中区

分

小区

分

経費の内訳 対象となる

林分の齢級

１

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省

略

１

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省

略

�

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ １�アに

同じ。

Ⅷ 齢 級 以

下 。 た だ

し、別に定

める地域の

標準的な施

業における

林分の密度

をおおむね

５割上回る

森林又は立

木の収量比

数がおおむ

ね１００分の

９５以上の森

林について

は、この限

りでない。

省略 �

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ １�アに

同じ。

別表第１

１�アに同

じ。

省略

イ

雪

起

こ

し

別表第１ １�イに

同じ。

同上 省略 イ

雪

起

こ

し

別表第１ １�イに

同じ。

別表第１

１�イに同

じ。

省略

ウ

除

間

伐

別表第１ １�ウに

同じ。

同上 省略 ウ

除

間

伐

別表第１ １�ウに

同じ。

� 齢 級 以

下 。 た だ

し、別に定

める地域の

標準的な施

業における

林分の密度

をおおむね

５割上回る

省略
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森林又は立

木の収量比

数がおおむ

ね１００分の

９５以上の森

林について

は、この限

りでない。

�

省略

�

省略

２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省

略

２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省

略

�

保

育

（植

栽

型）

ア

下

刈

別表第１ ２�アに

同じ。

下層木が�

齢級以下

省略 �

保

育

（植

栽

型）

ア

下

刈

別表第１ ２�アに

同じ。

別表第１

２�アに同

じ。

省略

イ

雪

起

こ

し

別表第１ ２�イに

同じ。

同上 省略 イ

雪

起

こ

し

別表第１ ２�イに

同じ。

別表第１

２�イに同

じ。

省略

ウ

倒

木

起

こ

し

下層木の健全な成

長の促進を目的と

して指定被害地造

林として行う気象

災等による倒伏木

の倒木起こし並び

に作業道等の開設

及び改良に要する

経費並びに諸掛費

同上 省略 ウ

倒

木

起

こ

し

下層木の健全な成

長の促進を目的と

して指定被害地造

林として行う気象

災等による倒伏木

の倒木起こし並び

に作業道等の開設

及び改良に要する

経費並びに諸掛費

�齢級以下 省略

エ

省略

エ

省略

�

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ ２�アに

同じ。

１�ア

に同

じ。

省略 �

保

育

（天

然

更

新

型）

ア

下

刈

別表第１ ２�アに

同じ。

別表第１

２�アに同

じ。

省略

イ

雪

起

こ

し

別表第１ ２�イに

同じ。

１�イ

に同

じ。

省略 イ

雪

起

こ

し

別表第１ ２�イに

同じ。

別表第１

２�イに同

じ。

省略

ウ

省略

ウ

省略

� 省略 � 省略

３

省略

３

省略

４

附

帯

施

設

等

� 省略 ４

附

帯

施

設

等

� 省略

� 荒廃竹

林整備

竹の侵入によつて周

辺の森林を被圧しつ

つある荒廃竹林の整

備に要する経費及び

諸掛費

同上
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整

備

整

備

備考

１ 省略

２ 荒廃竹林整備は、周辺の森林整備と一体的に実施する

ものであつて、全体事業量の中で竹林整備の事業量が除

間伐等の森林整備の事業量を超えないものに限る。

３ 省略

備考

１ 省略

２ 省略

別表第４（第３条関係）

里山エリア再生事業

区分 補助基準

（経費の内容）

補助率

大区

分

中区

分

小区

分

１

居

住

地

森

林

環

境

整

備

� 居住地

周辺森林

整備

居住地周辺の森林の整備を目的

として行う前生樹の伐倒・搬出

集 積・除 根、枝 葉 の 除 去、客
は

土、整地、耕うん、植付け、播

種、施肥、雑草木の除去、倒木

起こし、不用木の除去、不良木
とう た

の淘汰、作業道等の開設及び改

良等に要する経費並びに諸掛費

査定経

費の１０

分の４

以内

� 路側樹

林帯整備

居住地周辺の森林内の道路沿道

における防災、景観等に配慮し

た森林の整備を目的として行う

前生樹の伐倒・搬出集積、枝葉

の除去、支障木の伐倒・搬出集

積、巻枯らし、客土、整地、植
は

付け、播種、施肥、雑草木の除

去、倒木起こし、不用木の除
とう た

去、不良木の淘汰、作業道等の

開設及び改良等に要する経費並

びに諸掛費

同上

� 居住地

森林作業

道開設等

居住地森林作業道の開設及び改

良に要する経費

同上

� 附帯施

設整備

居住地周辺の森林の多面的機能

の保全を図ることを目的として

行う標識類の整備、苗木置場、

資機材置場等林内作業場の整

備、防火施設整備として行う前

生樹の伐倒・搬出集積・除根、

枝葉の除去、客土、整地、耕う
は

ん、植付け、播種、施肥、雑草

木の除去、倒木起こし、不用木
とう た

の除去、不良木の淘汰等の防火

帯の整備及び防火槽・用水路・

退避地の整備、健全な森林の造

成・育成を目的として、野生鳥

獣による森林被害の防止及び野

生鳥獣の移動の制限等を図るた
さく

めに行う防護柵、食害防止チュ

同上

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号
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ーブ、忌避剤等の鳥獣害防止施

設等の整備並びに居住地周辺の

森林に侵入する竹の進入を防止

するための障壁の埋設等の防竹

帯の整備に要する経費及び諸掛

費

２ 地域創造型整

備

里山エリアの再生の計画に定め

る目標及び指標の達成に必要で

あり、かつ、林業の振興、地域

の活性化など里山エリアの再生

に資するための森林及び施設の

整備等に要する経費及び諸掛費

査定経

費の２

分の１

以内

備考 作業道等（居住地森林作業道含む。）の開設について

は、森林施業計画の実行に必要な場合に限り、施業の実

施時期にかかわらず一括して整備することができるもの

とする。

別表第４（第３条関係） 省略

別表第５（第３条関係） 省略

様式第１号（第５条、様式第７号関係）

造林事業補助金交付申請書

別表第５（第３条関係） 省略

別表第６（第３条関係） 省略

様式第１号（第５条、様式第７号関係）

造林事業補助金交付申請書

省略 省略

注１ 省略

２ 次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 育成単層林作業道等及び作業道等の開設にあつては、造

林作業道等出来高設計書（様式第５号）及び完成写真

�～� 省略

別紙 省略

様式第５号（第５条、様式第１号関係）

造林作業道等出来高設計書

注１ 省略

２ 次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 作業道等の開設にあつては、造

林作業道等出来高設計書（様式第５号）及び完成写真

�～� 省略

別紙 省略

様式第５号（第５条、様式第１号関係）

造林作業道等出来高設計書

育成単層林作業道

育成複層林作業道

機能増進保育作業道

団地間伐作業道

年度造林作業道等出来高設計書

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

長期育成循環作業道

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

絆の森作業道

衛生伐作業道

特定林地改良作業道

その他の作業道等

育成単層林作業道

育成複層林作業道

団地間伐作業道

年度造林作業道等出来高設計書

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�その他の作業道等

省略 省略

注 省略

別紙１ 省略

別紙２

注 省略

別紙１ 省略

別紙２

事業費総括表 事業費総括表

区分 数

量

単

位

※ ※ 備考 区分 数

量

単

位

※ ※ 備考

費目 工種 種別 単価 金額 費目 工種 種別 単価 金額

直接工事費 切取

り

別紙数量計算

書ナンバー

のとおり。

直接工事費 切取

り

別紙数量計算

書�

のとおり。盛土 盛土
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�愛媛県告示第２７５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条及び愛媛県都市計画

公聴会規則（昭和４５年愛媛県規則第１号）第２条の規定により、次

のとおり公聴会を開催する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 平成２３年３月２８日（月）午後２時から

２ 場所 宇和島市天神町７－１

南予地方局 ７階 大会議室

３ 公聴会の案件及びその概要

� 案件

宇和島・愛南都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の

方針の案について

� 案件の概要

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マ

スタープラン）は、一体の都市として整備、開発及び保全すべ

き区域として定められる都市計画区域全域を対象として、愛媛

県が広域的な見地から、長期的視点に立った都市の将来像を明

確にし、その実現に向けた大きな道筋を明らかにするため、区

域区分の有無をはじめとした都市計画の基本的な方針を定めた

ものである。

４ 公述の申出等

� 公述の申出

公聴会に出席して意見を述べようとする者（南予レクリエー

敷砂

利

別紙明細書ナ

ンバー のと

おり。

敷砂

利

別紙明細書�

のと

おり。

空石

積み

省略 省略

間接工事費 共通

仮設

費

※（直接工事

費） 円

× パーセ

ント以内

間接工事費 運搬

費

別紙明細書�

のとお

り。

運搬

費

別紙明細書ナ

ンバー のと

おり。

準備

費

※ ％以内

小計

現場

管理

費

※（直接工事

費＋共通仮

設費）

円× パー

セント以内

小計 小計

省略 省略

一般管理費等 ※（工 事 原

価） 円

× パーセ

ント以内

諸経費 ※ ％以内

計

（工事価格）

消費税相当額 ※（工 事 価

格） 円

× パーセ

ント以内

省略 省略

測量設計費 工事雑費及び ※ ％以内

機械器具費 事務雑費

事業費合計 事務費合計

注 省略 注 省略
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ション都市計画区域内の住民ならびに利害関係者に限る）は、

意見の要旨及びその理由並びに住所氏名を記載した書面を知事

に提出すること。

� 申出の期限

平成２３年３月１８日（金）まで

なお、申出の期限までに公述の申出がない場合は、公聴会の

開催を中止する。

� 問い合わせ先

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部道路都市局都市計画課

（電話 ０８９―９１２―２７３８）

�������
�愛媛県告示第２７６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、八幡浜都市計画下水道事業保内公共下水道（八幡浜市施行）の

事業計画の変更を次のように認可した。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事業施行期間

平成１１年１２月２８日から

平成２９年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

愛媛県八幡浜市保内町川之石地内

� 使用の部分

愛媛県八幡浜市保内町川之石地内

�������
�愛媛県告示第２７７号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２３年３月１１日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

社会福祉法人はぴねす
福祉会

新居浜市若水町一丁目
９番１３号

訪問介護に
関する２級
課程

平成２３年
２月２２日

�愛媛県告示第２７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２７９号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川中山川水系
大谷川 大谷川左岸堤防 西条市小松町新屋敷甲１４５８番２地先から同市小松町新屋敷甲１４４６番１地先まで 道路管理者 西条市

西条市明屋敷１６４番地

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年３月３日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第２８０号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条久万線
西条市黒瀬字向乙２０１番８から

同字乙２０２番２０まで
平成２３年３月１１日

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号
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した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川中山川水系
都谷川 都谷川右岸堤防 西条市小松町妙口甲１番２０地先から同市小松町妙口甲１６２８番５地先まで 道路管理者 西条市

西条市明屋敷１６４番地

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年３月３日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第２８１号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川中山川水系
都谷川 都谷川左岸堤防 西条市小松町妙口甲１６０５番１地先から同市小松町北川甲６２番４地先まで 道路管理者 西条市

西条市明屋敷１６４番地

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年３月３日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第２８２号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川中山川水系
都谷川 都谷川左岸堤防 西条市小松町北川甲６２番４地先から同市小松町北川６４番１地先まで 道路管理者 西条市

西条市明屋敷１６４番地

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号
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� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年３月３日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第２８３号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川中山川水系
都谷川

都谷川左岸堤防及び
右岸堤防

西条市小松町北川４３３番１地先からまで同市小松町新屋敷甲１５２６番３地先及び
同市小松町新屋敷甲１５４７番２地先から同市小松町新屋敷甲１５７５番１地先まで

道路管理者 西条市
西条市明屋敷１６４番地

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年３月３日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第２８４号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川中山川水系
妙之谷川 妙之谷川右岸堤防 西条市小松町妙口甲５８７番２地先から同市小松町妙口甲５５８番２地先まで 道路管理者 西条市

西条市明屋敷１６４番地

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年３月３日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第２８５号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号
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河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川中山川水系
妙之谷川 妙之谷川右岸堤防 西条市小松町妙口甲８０６番４地先から同市小松町妙口甲１６７１番３地先まで 道路管理者 西条市

西条市明屋敷１６４番地

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年３月３日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第２８６号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川中山川水系
深谷川 深谷川左岸堤防 西条市小松町大頭甲１０２６番１地先から同市小松町大頭甲１０８７番１地先まで 道路管理者 西条市

西条市明屋敷１６４番地

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年３月３日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第２８７号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川中山川水系
深谷川 深谷川左岸堤防 西条市小松町大頭甲１０３８番１地先から同市小松町大頭甲１０４１番地先まで 道路管理者 西条市

西条市明屋敷１６４番地

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年３月３日から道路の存続する日まで

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号
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�愛媛県告示第２８８号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川中山川水系
深谷川 深谷川左岸堤防 西条市小松町大頭甲１０８８番６地先から同市小松町大頭甲１０９６番１１地先まで 道路管理者 西条市

西条市明屋敷１６４番地

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年３月３日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第２８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 伯方島環状線
今治市伯方町伊方字先峠甲１６番４から

同町伊方字先峠甲１番２まで

旧 １９．８～５０．２ ０．０７５

新 ２９．０～５７．３ ０．０７５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 伯方島環状線
今治市伯方町伊方字先峠甲１６番４から

同町伊方字先峠甲１番２まで
平成２３年３月１１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 上尾峠久万線
伊予郡砥部町満穂３番２から

同町満穂１９番６地先まで

旧 ２２．４～５１．６ ０．０２２

新 １８．０～２６．４ ０．０２２

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号
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�愛媛県告示第２９２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年３月１１日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第２９３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年３月１１日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第２９４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年３月１１日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第２９５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年３月１１日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第２９６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年３月１１日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第６６号

平成２３年３月２日
伊予市下吾川字壱丁地６１３番１

松山市本町２丁目１－１

コウテイ建設株式会社

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第７０号

平成２３年３月４日
伊予郡松前町大字恵久美字茂塚６８９番１

伊予郡松前町大字恵久美６２２番地

郷 田 隆 明

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第６７号

平成２３年３月２日
伊予郡松前町大字大溝字叶田３２５番５、３２７番１０

松山市三町２丁目１３番３１号

ゼファーＴ１ １０１号

二 宮 健 太

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第６８号

平成２３年３月３日
伊予郡松前町大字大間字小松３２０番２

伊予市尾�１６１番地２
福 山 光 生

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第６９号

平成２３年３月４日
東温市西岡字播磨塚甲１４９５番１

松山市南吉田町３８０番地３

有限会社タナカモーター

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号
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�愛媛県告示第２９７号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２３年３月１１日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２３年３月３日

３ 指定道路の位置

伊予市灘町字西１０７番１

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３４．５０メートル

� 幅員 ４．００メートル

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

交通管制センター、サブセンター等設備保守業務委託

� 委託業務名及び数量

交通管制センター、サブセンター等設備保守業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

契約日の翌日から平成２４年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

�愛媛県告示第２９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２３年３月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 鳥井喜木津線

西宇和郡伊方町小島字浜ノ上乙１０８番２から
同町小島字浜ノ上乙１２９番１地先まで

及 び
西宇和郡伊方町小島字浜ノ上乙１０８番３から
同町小島字浜ノ上乙１２９番３まで

平成２３年３月１１日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２３年２月２３日 ＮＰＯ法人 エスエスピーシー 清 水 敏 幸 松山市市坪北２丁目１９－２４ この法人は、安全で安心して生活できる社会の
実現を目指し、安全な暮らしを構築する為の具
体的な提言や支援を行い、より豊かで安心して
生活のできる社会の実現に寄与することを目的
とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２３年２月２５日 特定非営利活動法人 輝け中島 笹 野 英 樹 松山市中島大浦１５３４番地１ この法人は、地域市民に対し、環境保全や経済
の活性化を通じて雇用機会の均等と雇用の創出
を図り、耕作放棄地や養殖場を借り受け地域物
産などの開発や販売活動を行い、子供を中心と
したスポーツ振興に努め、地域活性化に寄与す
ることを目的とする。

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号
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選挙管理委員会告示

松山市若草町７番地（交通管制センター）ほか

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書

に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２３年度、平成２４年度、平成２５年度の製

造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認めら

れた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の交通管制センター、サブセンター等設備

保守業務の実績を有し、委託業務について、適切かつ迅速に履

行し得る体制が整備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課交通安全施設係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成２３年４月２０日（水）午前１０時００分

� 事前提出書類（入札書のほかに提出する書類）の受領期限

平成２３年４月１５日（金）午後５時１５分まで

� 開札の日時及び場所

平成２３年４月２０日（水）午前１０時００分

愛媛県警察本部２階第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、２の�を証明でき
る書類を事前提出書類の受領期限までに提出しなければならな

い。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be required：

Maintenance and upkeep of Traffic Control Center and

Sub‐center，１ set

� Time limit of tender：１０：００ a．m．，２０ April ２０１１

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administrative

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime ７９０―８５７３ Japan

Tel０８９―９３４―０１１０

�愛媛県選挙管理委員会告示第２０号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成２３年３月１１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日 備 考
代 表 者 会 計 責 任 者

森岡健治後援会 毛 利 利 昭 古田口 孝 北宇和郡松野町大字松丸３０７―２ 平成２３年２月３日

石津たかのり後援会 石 川 憲 二 石 津 順 一 四国中央市川之江町２２９８―９ 平成２３年２月３日

大石一後援会 大 石 和 久 岸 忠 明 松山市枝松二丁目４―２０ 平成２３年２月７日

水田しろう後援会 谷 口 武 男 播 谷 慶二郎 新居浜市山田町３―３１ 平成２３年２月８日

愛媛維新の会 横 山 博 幸 宇佐美 幹 郎 松山市千舟町五丁目２―３ 平成２３年２月２４日

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号
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�愛媛県選挙管理委員会告示第２２号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成２３年３月１１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第２１号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２３年３月１１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政治団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

幸福実現党松山南後援会 会 計 責 任 者 串 畑 啓 子 森 田 浩 二 平成２３年２月１日

福田つよし後援会 会 計 責 任 者 福 田 剛 福 田 圭 子 平成２３年２月１日

政安誠後援会 主たる事務所の所在地 松山市土橋町７―２ 松山市土橋町８１―４ 平成２３年２月２日

日本共産党中予地区委員
会 代 表 者 田 中 克 彦 山 本 久 夫 平成２３年２月３日 政党の支部

会 計 責 任 者 坂 東 啓 司 藤 堂 賢太郎

きくち伸英後援会 代 表 者 村 上 勝 彦 渡 部 洋 一 平成２３年２月７日

自由民主党岩城支部 主たる事務所の所在地 越智郡上島町岩城６１０ 越智郡上島町岩城１６０５－２ 平成２３年２月７日 政党の支部

代 表 者 松 浦 明 広 新 川 健

のし克仁後援会 主たる事務所の所在地 松山市築地町１２―２３ 松山市二番町四丁目５－６ 平成２３年２月７日

えひめを考える会 主たる事務所の所在地 伊予郡砥部町五本松８８５―７ 松山市千舟町六丁目５－４ 平成２３年２月９日

自由民主党広田支部 会 計 責 任 者 三 好 美 治 三 好 晃 二 平成２３年２月１０日 政党の支部

民主党愛媛県参議院選挙
区第１総支部 会 計 責 任 者 内 田 宝 寿 二 宮 一 史 平成２３年２月８日 政党の支部

友近聡朗後援会 会 計 責 任 者 内 田 宝 寿 二 宮 一 史 平成２３年２月８日

民主党愛媛県総支部連合
会 代 表 者 白 石 洋一 加 藤 敏 幸 平成２３年２月１６日 政党の支部

福本たくみ後援会 代 表 者 久 保 元 敏 鍋 島 博 志 平成２３年２月１７日

自由民主党広田支部 主たる事務所の所在地 伊予郡砥部町総津１６９ 伊予郡砥部町総津甲１５０５ 平成２３年２月２５日 政党の支部

代 表 者 大 平 弘 子 堀 川 敏 幸

日本共産党南予地区委員
会 代 表 者 西 井 直 人 石 本 憲 一 平成２３年２月２５日 政党の支部

ふくら浩一後援会 主たる事務所の所在地 今治市通町二丁目３―２９ 今治市別宮町六丁目４－１９ 平成２３年２月２５日

八束正後援会 会 計 責 任 者 谷 口 圭 祐 山 内 菊 由 平成２３年２月２８日

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

こ ま つ 正 幸 後 援 会 小 松 正 幸 平成２２年１２月３１日

平成２３年３月１１日 発行

愛 媛 県 報平成２３年３月１１日 第２２４９号
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